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１.はじめに 明石海峡大橋における主塔基礎の地震時安定性の検討では，地震時の最大変位量に着目した照

査が実施されており 1)，その地震時最大変位量を算出する手法を拡張して，兵庫県南部地震の際に 2.0cmの

残留沈下量が測定された 2P 主塔基礎において，7.1cm の残留沈下量を算出した 2)．本検討では，残留沈下

量は実測されていないものの，ほとんど沈下の生じていないと推定される３Ｐ基礎に対して，兵庫県南部地

震による残留沈下量の推定を行ったものである． 

２.解析手法・条件 図１に解析対象とした 3P主塔基礎～地盤モ

デルを示す．解析は，静的弾性 FEM による静的解析と動的等価

線形 FEM による地震応答解析を組み合わせた手法で実施した．

静的解析と動的解析の両方の地盤変形係数は，基礎建設前に原位

置で測定された弾性波速度 Vs から設定した値を自由地盤には用

いたが，基礎直下部は，その自重による地盤の拘束圧の増加を考

慮して，自由地盤より大きい値を設定した 3)．地震応答解析では，

入力地震動として，JMA神戸の観測記録を基に，一次元の地盤応

答解析(SHAKE)により得られた基盤位置の合成波(水平及び鉛直

動)を入力した．図２に解析の流れを示し，具体の手順を以降に示

す．ただし，下記の手順の中で，ひずみ軟化理論 1)によるひずみ

量の計算対象は神戸層のみとした．  

①静的弾性 FEM による自重解析により，地震前の応力および沈

下量を算出する． 

②動的等価線形 FEM による地震応答解析により，地震中に地盤

に発生する動的せん断応力τdを算出する． 

③②の結果から，地震時に発生する動的な主ひずみε+を，ひずみ

軟化理論を適用して，図３に示す繰返し変形特性を用いて算出

する．繰返し変形特性は，不撹乱試料の繰返し三軸試験での，

動的せん断応力比とひずみの累積特性の関係から求める．動的

せん断応力比は，動的せん断応力τdを，静的強度τf (＝1/2qmax，

qmaxは三軸試験における最大軸差応力)により正規化し，さらに

初期せん断応力τ0 の影響を考慮して求める．なお，繰返し変

形特性は，神戸層が泥岩と砂岩の互層であるため，層毎の設定

ではなく，神戸層全体を泥岩または砂岩として評価し，それぞ

れの特性を用いた場合の沈下量を算出する。 

④動的主ひずみε+を動的せん断ひずみγに換算(γ＝(1+νd)ε+

≒1.5ε+)し，その最大値が地震終了後も残留し得るものとして，
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図１ 概略の解析モデル 
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図２ 残留沈下解析の流れ 

地震中に発生する最大ひずみ量ε+が地震動終了後も残

留し得るという仮定のもとで地震終了後剛性G1を算出
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このせん断ひずみと，①で得られた地震前のせん断応力から

地震終了直後状態のせん断弾性係数Ｇ1を算出する． 

⑤④で算出したＧ1 を用いて，神戸層の変形係数を変更し自重

解析を行い，地震後沈下量を算出する．算出した沈下量から，

①で算出した地震前の沈下量を差し引けば，地震終了直後の

残留沈下量が算出される． 

３.解析結果 解析の結果得られた，地震後の残留ひずみポテン

シャル（＝動的せん断ひずみの最大値）の分布を図４に示す．

図によれば，基礎中心部直下付近の領域で，ひずみの発生が小

さくなっている．これは，基礎が設置されている影響により拘

束圧が高まり，最大軸差応力 qmaxが大きくなった影響と考えら

れる（qmax=2(σmc･sinφ+c･cosφ)/(1-sinφ），σmc：地震前平

均主応力(地震中の最小主応力とほぼ等しいと仮定)，c，φ：強

度定数(泥岩：c=2.6kgf/cm2，φ=38.7°，砂岩：c=8.3kgf/cm2，

φ=46.4°)）． 

最終的に算出された残留沈下量は，図５に示すように，神戸

層全体を泥岩または砂岩と仮定した場合，それぞれ

14.3cm または 5.5cm となった．神戸層全体を泥岩

と仮定した場合の残留沈下量は，砂岩と仮定した場

合より大きい値となった．これは，動的せん断応力

比を静的強度で正規化して求めるため，静的強度の

大きな砂岩においては動的せん断応力比が小さくな

り，結果としてひずみの累積が生じにくくなったた

めと考えられる．また，堆積軟岩である神戸層を支

持地盤とする 3P 基礎で算出された残留沈下量は，

洪積砂礫層である明石層を支持地盤とする 2P 基礎

を対象に算出した値 7.1cmと比較すると，大き目の

値となった．この理由の一つとしては，2P基礎の解析においては，原位置で測定された弾性波速度から算出

したせん断剛性と不攪乱試料の室内試験で得られたせん断剛性の比率を考慮して，算出した残留ひずみを

1/4とした 2)のに対して，神戸層に対してはこの様なデータが希少であったため，残留ひずみの低減は行わな

かったことが考えられる．しかしながら，ここで算出された残留沈下量は，基礎の大きさを考慮すれば，あ

る程度妥当な値と考えられることから，本手法の妥当性をある程度確認できたものと考えられる． 

４.まとめ 兵庫県南部地震終了後に明石海峡大橋 3P基礎に残留した沈下量を，ひずみ軟化理論及びこれを

拡張した手法を用いて算出した．得られた沈下量は基礎直下部で 5.5～14.3cmであり，残留沈下量は基礎の

大きさを考慮すると極めて小さかったものと推定される．明石海峡大橋の 2P及び 3P基礎における残留沈下

量解析の結果，本手法の妥当性がある程度確認できたと考えられる． 
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図５ 残留沈下量の深度方向分布 
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図３ 神戸層の繰り返し変形特性（泥岩) 
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図４ 地震後の残留ひずみ（泥岩） 
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